
【協議事項】 

№６ 大規模災害発生時などにおける市議会の対応方針について 

提出会派

自由民主党

【提案趣旨】 

現在、本市議会では、本会議や委員会開会中に自然災害が発生した場合などの、市

議会としての対応方針を策定していない。 

  他政令指定都市では、近年の東日本大震災や熊本地震等の発生を受け、対応方針な

どを策定した市議会もある。 

  また、前任期の議会運営委員会においても、その必要性について研究するために、

すでに計画を策定している横浜市会への視察を、昨年度、実施している。 

  このため、今任期においても、自然災害や大規模な事故発生時などの市議会として

の対応方針について、現状の取り組みも踏まえて、引き続き検討してはどうか。



   大規模災害発生時などにおける市議会の対応方針の 

   検討に至る経緯 

平成２９年１１月６日 

○ 大規模災害発生時などにおいては、これまでも、市議会と 
 して、市 の安全と安 を確保するために必要な対応を実施。 

○ 本市では「危機管理基本指針」や「地域防災計画」などを 
 策定、他都市の市議会においても「大規模災害対応指針」など
を策定しているが、本市議会では明文化した対応指針等無し。 

 ※ 前任期の議会運営委員会においても、その必要性について研究 
  するために、すでに指針等を策定している横浜市会への視察を 
  昨年度実施。今任期においても、北海道苫小牧市や札幌市の市議会を 
  視察。 

○ 一方、他都市で発生した災害に対する、市議会としての 
 復旧・支援については、「熊本地震」や「九州北部豪雨」を 
 受け、災害復旧・支援本部等を設置。議員の役割等を規定。 

○ 以下の課題があるため、市議会や議員、市議会事務局の 
 対応方針を明文化することにより、各自の共通認識をさらに
深め、市 の安全と安 をより確実に確保していく必要が
 ある。 
 ・ 核・ミサイルや、テロについての脅威の増大 
 ・ 本会議や委員会等の開会中に災害等が発生した際の、 
  議員や執行部の避難及び、傍聴者等の避難誘導、安全確保 
 ・ 本市被災時に、議員が把握した被害情報等の伝達方法 



各政令指定都市等の大規模災害対応要領 構成要素の比較 
平成２９年１０月現在 市議会事務局総務課

◆策定済：下記１２政令指定都市  ◆未策定：８政令指定都市（北九州市、名古屋市、大阪市、堺市、神戸市、岡山市、福岡市、熊本市）
項目／ 

都市名 
札幌市 仙台市 さいたま市 千葉市 横浜市 川崎市 相模原市 新潟市 静岡市 浜松市 京都市 広島市 ※苫小牧市 

規程名称 
◆大規模災害
対応要領

◆災害対応指
針
◆災害対策会
議設置要項

◆災害対応指
針

◆大規模災害
対応指針
◆災害対策会
議設置要綱

◆BCP（業務継
続計画）
◆災害対策会
議設置要綱

◆大規模災害
対応指針
◆災害対策会
議設置要綱

◆災害時等基
本方針
◆災害対策会
議設置要綱

◆災害対応指
針
◆災害時行動
マニュアル

◆大規模地震
（災害）に関す
る市議会の対
応
◆運営等に関
する規約（第 7
章：非常時の対
応）

◆大規模災害
対応行動マニ
ュアル

◆大規模災害
対応指針

◆災害発生時
の対応要領

◆災害時対応
マニュアル

基本方針 

◆議員自らが
迅速･適切な対
応を図る。
◆ 地 震 ･ 風 水
害 ･ 雪 害 発 生
時、市本部等と
連携し、災害対
策活動を支援。

◆国･県･政党
等に要望し、市
の取組をバッ
クアップ。
◆他議会と連
携。
◆市本部の災
害対応に最大
限協力。
◆市が災害対
応に専念でき
るよう協力･支
援。
◆特に災害初
期は市が災害
対応に専念で
きるよう、議員
からの要望等
は市議会災害
対策会議を窓
口として提出。

◆災害発生時、
市民の安全確
保と、災害対応
に寄与。
◆会派･議員の
要望を一元化
し、市に要望。
◆会派･議員に
情報提供。

◆会派・議員の
要望を一元化
し、市に要望。
◆市が災害対
応に専念でき
るよう協力・支
援。
◆会派・議員に
情報提供。

◆災害発生時、
市民の生命、身
体及び財産の
保護。
◆市民生活の
平穏を確保。
◆市が災害対
応に専念でき
るよう協力・支
援。

◆議員は地域
の一員として
共助の取組が
円滑に行われ
るよう努める。
◆市が行う災
害対応に協力。
◆市が災害対
策に専念でき
るよう、議員か
らの要望等は
市議会災害対
策会議を窓口
として提出。

◆市の災害対
応に最大限の
協力。
◆市が災害対
応に専念でき
るよう、要望を
市議会災害対
策会議を窓口
として提出。

◆市本部の災
害対応に協力。
◆市が災害対
応に専念でき
るよう、要望等
は市議会災害
時支援会議統
括部に提出。

－ －

◆状況に応じ
た必要な体制
を整備。
◆執行機関が
災害対応に専
念できるよう
必要な協力。

◆市本部の災
害対応に協力。

◆国・道・関係
機関等に要望。
◆関係自治体
の議会と連携。
◆市が迅速、か
つ円滑に応急
活動ができる
よう、協力・支
援。

市議会 

本部の名称 
◆災害対策支
援本部

◆災害対策会
議

◆災害警戒本
部

◆災害対策会
議

◆災害対策会
議

◆災害対策会
議

◆災害対策会
議

◆災害時支援
会議

－ － －
◆災害対応連
絡会議

－

市議会 

本部の 

設置基準 

◆市対策本部
が設置された
場合。

◆市内で震度 5
弱以上の地震。
◆県に津波･大
津波警報。
◆市内に気象
特別警報。
◆災害発生･発
生の恐れ。
◆市内で大規
模火災･爆発。

◆市警戒本部
設置時、事務局
に対応班を設
置。
◆市対策本部
設置時：災害対
応体制。

◆市内で震度 5
強以上の地震。
◆東京湾内湾
に大津波警報、
高潮特別警報。
◆風水害被害
発生の恐れ。
◆東海地震予
知情報・警戒宣
言。
◆市内で大規
模火災・爆発。

◆東海地震予
知情報発令。
◆市内で震度 5
強以上の地震。
◆風水害被害
が続発。
◆都市災害が
続発。
◆国民保護対
策本部設置の
通知。

◆市災害対策
本部が設置さ
れたとき。
◆災害対策会
議の設置を必
要と見止める
とき。

◆市内で震度 5
弱以上の地震。
◆東海地震注
意情報の発表。
◆風水害被害
発生の恐れ。
◆市内に特別
警報が発表。
◆市内に氾濫
警戒情報。

◆地域防災計
画の職員配備
体制の3号配備
以上（震度 5 弱
以上等）。

－

※議員の行動
開始基準。
◆議員は、大規
模災害が発生
したとき初動
態勢をとる。・
市内で震度6以
上の地震・東海
地震注意報の
発表・警戒宣言
の発令又は東
海地震の発生。

※議員の行動
開始基準。
◆ 地 震 の 場
合：市内で震度
5 弱。
◆風水害の場
合：会議開会予
定日に、市内に
気象特別警報
が発表される
可能性。

◆市対策本部
が設置され、協
力等を行うた
めに必要と認
めるとき。

－

本部の 

構成 
◆正副議長
◆会派代表

◆正副議長
◆会派代表
◆必要な議員

－
◆正副議長
◆会派代表

◆正副議長
◆会派代表
◆運営委員会
正副委員長
◆運営委員会
理事

◆正副議長
◆議会運営委
員会正副委員
長
◆会派代表

◆正副議長
◆各派代表者

◆正副議長
◆議会運営員
会正副委員長

－ － －
◆正副議長
◆会派幹事長

－



項目／ 

都市名 
札幌市 仙台市 さいたま市 千葉市 横浜市 川崎市 相模原市 新潟市 静岡市 浜松市 京都市 広島市 苫小牧市 

本部の 

役割 

◆国・県会議員
等への要望。
◆他市議会か
らの物資・義援
金受入の調整。
◆議員からの
情報の収集・市
本部への提供。
◆市本部情報
の議員への提
供。
◆議員の安否
確認。

◆全般：被災情
報の収集、市本
部への提供。市
本部情報の議
員への提供。市
からの依頼へ
の対応。市本部
へ の 要 望 ･ 提
言。国･県等へ
の要望。
◆初動期：正副
議長は自ら判
断し登庁。必要
な議員を集め
災害対策会議
設置等の対応。
事務局を通じ
て議員の安否
確認。
◆初動期経過
後：被災情報を
収集し、市本部
へ提供。収集し
た災害情報を、
議員･会派に提
供。必要に応じ
市本部と連絡
調整。国･県等
に要望。他議会
と連携。

◆対応班時：市
体制･被害状況
等を議員に連
絡。
◆災害対応体
制時：議員 or
会派代表を通
じ、被害状況等
を情報提供。議
長は必要に応
じ、代表者会議
を招集。
◆必要がある
ときは、速やか
に全員協議会
を招集。

◆国・県等への
要望。
◆市本部への
要望・提言。
◆議員からの
被災情報を一
元化し、市本部
へ提供。
◆市本部から
の依頼への対
応。
◆市本部情報
の議員への提
供。
◆議員に対し、
連絡調整を行
う。

◆市と連携し
て国・県等への
要望。
◆市への要望
等の調整。
◆議員からの
被災情報を市
に提供。
◆市からの依
頼事項への対
応。
◆市からの災
害情報の議員
への伝達。
◆本会議、委員
会、全員協議会
等の開催や協
議事項の調整。

◆議員からの
情報の収集、市
本部への提供。
◆市本部情報
の議員への提
供。
◆市本部への
要望・提言の調
整。
◆全員協議会
の開催等、議会
運営の準備に
かかる調整。
◆安否・所在情
報を把握・集
約。

◆市本部への
要望・提言。
◆被災情報の
市本部への提
供。
◆市本部から
の依頼への対
応。
◆市本部情報
の議員への提
供。

◆国・県等への
要望。
◆市本部への
要望・提言。
◆市本部情報
の議員への提
供。
◆被災情報の
市本部への提
供。
◆関係団体・他
議会との連携。

※以下、市議会
としての対応。
◆国・県・国会
議員等への要
望。
◆代表者会議
又は全員協議
会を招集し、今
後の対応を協
議。
◆市本部から
報告を受け、対
応を協議。
◆正副議長は
退庁。所在を明
らかにし、関係
情報を報告し
指示を受ける。

－

※以下、市議会
事務局として
の対応。
◆国・府・関係
機関への要望。
◆代表者会議、
全員協議会又
運営委員会を
開会。
◆正副議長に、
市本部が把握
する被害状況、
対応状況を報
告。
◆議員に情報
提供。

◆議員からの
情報の収集・市
本部への提供。
◆市本部情報
の議員への提
供。
◆議員の安否
確認。

◆議員の安否
確認。

議員の 

行動方針 

◆災害後 1～3
日：自身の安否
を本部に連絡。
地域の取組に
協力。本部の指
示により登庁。
◆4～10 日：避
難所等で情報
収集。地域･避
難所等の要望
事項を必要に
応じ本部に連
絡。
◆11 日以降：被
災状況を踏ま
えた議員活動。

◆基本：市民の
安全確保･応急
対応等に当た
り、円滑な共助
の取組に努め
る。
◆初動期：震度
6 弱以上の地震
発生時、事務局
に安否を連絡。
被災者の安全
確保･避難所誘
導に協力。
◆初動期経過
後：所在を明ら
かにし、連絡体
制を確立。被災
状況等の情報
を収集し、事務
局に提供。避難
所支援等に協
力。

◆基本：区と連
携し、区民の安
全確保・応急対
応に最大限協
力。区警戒･対
策本部と連携
し、災害状況等
の情報収集、区
民安否確保に
協力。通信手段
の輻輳 or 途絶
時、区の通信手
段を利用して、
自身･区情報を
報告。全員協議
会への参集に
努める。
◆災害対応体
制時：議長 or
会派代表に、自
身･区情報を報
告。

◆初動期(24 時
間)：事務局に安
否・所在を明ら
かにし、連絡体
制を確立。
◆市民の安全
確保や応急対
応に協力。
◆被災状況や
要望等を本部
に情報提供。

◆町の防災組
織や地域防災
拠点の運営な
ど共助の取組
に協力・支援。
◆地域の被災
状況を会議に
提供。
◆会議を通じ
て把握した情
報の市民への
提供。

◆ 初 動 期 ( 当
日)：自らの安全
確保と、帰宅の
安全が確保さ
れるまで庁舎
で待機。
◆防災連絡メ
ールで安否･居
所の連絡。
◆応急期(3 日
経過後まで)：地
域で市民の安
全確保等に協
力。
◆復旧期(4 日
後以降)：地域で
市民の安全確
保に協力し、災
害対策会議に
情報提供。
◆委員会等が
招集された場
合は参加。

◆地域の一員
として市民の
安全確保と応
急対応に当た
る。
◆地域で共助
の取り組みが
円滑にできる
よう努める。

◆国・県・政党
等に要望活動
を行い、復旧・
復興のバック
アップ。
◆議員の収集
情報を記録し、
復興計画等に
反映。
◆市が災害対
応に専念でき
るよう協力・支
援。

◆東海地震注
意情報(発生以
前)：議員は退
庁。
◆大規模地震
(災害)の発生：
議員は、「安否
確認要領」に基
づき直ちに議
会事務局に報
告。
◆発災後の対
応：議員は、そ
れぞれの地域
において災害
救援活動に協
力。

◆初動対応期
(24 時間 )議員
は、安否を議会
事務局に連絡
し、地域におい
て活動する。
◆応急態勢 (1
週間)：被災地及
び避難所等で
情報収集し要
請事項につい
て議長へ連絡。
◆復旧態勢 (1
週間以降)：情報
収集に努める。

◆初動期(24 時
間）：議員は、
身の安全を確
保し、被災者が
ある場合は救
出・支援。退庁。
◆初動期経過
後：市本部と連
携し、地域活動
に従事。災害対
策本部に報告
する必要があ
る情報は、緊急
の場合を除き、
議長に報告す
る。

◆地域の災害
対応に資する。
◆救援活動に
協力。
◆被災者相談。
◆被災地・避難
所状況を連絡
会議に報告。
◆連絡会議に
安否・所在を明
らかにし連絡
体制確立。

◆地域の支援、
安全確保屋避
難所誘導に協
力。
◆災害状況の
確認先は、議会
事務局。



項目／ 

都市名 
札幌市 仙台市 さいたま市 千葉市 横浜市 川崎市 相模原市 新潟市 静岡市 浜松市 京都市 広島市 苫小牧市 

本会議時

災害発生

時の対応

方針 

－

◆議長は、必要
に応じ休憩 or
散会。議員が地
域支援活動を
行えるよう配
慮。

◆議長は、直ち
に休憩し、市の
災害対応に協
力。
◆議員が選出
区で活動でき
るよう配慮。

◆議長は、直ち
に休憩 or散会。
◆議員は状況
及び今後の対
応に応じて適
宜退庁。

◆議長は、会議
の休憩 or 散会。
◆安全が確保
されるまで市
会棟に待機。

◆議長は直ち
に休憩 or散会。

－

◆議長は、必要
に応じ休憩 or
散会。
◆議員が地域
での活動がで
きるよう配慮。

◆議長は、直ち
に延会 or散会。

◆議長は、直ち
に休憩 or 延会
（or 散会）。

◆議長は、直ち
に休憩 or散会。

－

◆議長は、休憩
を宣言。災害の
状況に応じて、
「再開」「自然
散会」「延会」
「中止」等の判
断。

委員会時

災害発生

時の対応

方針 

－

◆委員長は、必
要に応じ休憩
or 散会。議員が
地域支援活動
を行えるよう
配慮。

◆委員長は、直
ちに休憩し、市
の災害対応に
協力。
◆議員が選出
区で活動でき
るよう配慮。

◆委員長は、直
ちに休憩 or 散
会。
◆議員は状況
及び今後の対
応に応じて適
宜退庁。

◆委員長は、会
議の休憩 or 散
会。
◆安全が確保
されるまで市
会棟に待機。

◆委員長は直
ちに休憩 or 散
会。

－

◆委員長は、必
要に応じ休憩
or 散会。
◆議員が地域
での活動がで
きるよう配慮。

◆委員長は、直
ちに延会 or 散
会。

◆委員長は、直
ちに休憩 or 延
会（or 散会）。

◆委員長は、直
ちに休憩 or 散
会。

－

◆委員長は、休
憩を宣言。災害
の状況に応じ
て、「再開」「自
然散会」「延会」
「中止」等の判
断。

傍聴者等

の避難 

方針 

－
◆事務局が避
難誘導･安全確
保を行う。

－
◆事務局が避
難誘導・安全確
保を行う。

－ － － －
◆事務局が避
難誘導・安全確
保を行う。

◆議長（又は委
員長）は、避
難・誘導する。

－ －
◆事務局が避
難誘導・安全確
保を行う。

事務局の

対応方針 

◆市本部会議
への出席等、情
報収集。
◆市本部業務
従事者以外は、
市議会本部業
務に従事。

◆初動期：正副
議長に、被害、
市対応状況を
報告。
◆初動期経過
後：正副議長
に、市本部情報
を報告。

－

◆初動期：避難
状況を確認し
議長に報告。
◆災害・被害状
況の把握に努
め、議長に報告
し指示を受け
る。

－

◆市から災害
情報等の報告
を受ける。

－ － － － －

◆市本部会議
への出席等、情
報収集・情報提
供。

◆市本部会議
への出席等、情
報収集。


